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女性の年金権の確立と第３号被保険者制度の導入について女性の年金権の確立と第３号被保険者制度の導入について

○国民年金の強制適用対象ではなかった。
（ただし、任意加入は可能。）

○任意加入していない場合は、独自の年
金権なし。

○当時、指摘されていた課題
・障害年金が支給されない
・離婚すると年金の受給権がなくなる

昭和60年改正前

○基礎年金制度を導入し、個人を単位
とした給付を行う。

○サラリーマン世帯の専業主婦につい
ても、第３号被保険者として国民年金
に強制適用対象とする。

○片働き世帯の給付水準は従来の水準
を維持しつつ、夫婦２人の基礎年金と
被用者の報酬比例年金とする。

○第3号被保険者については独自の保険
料負担を求めず、基礎年金給付に必要
な費用は、被用者年金制度全体で負担。

◎これにより、基礎年金部分について
専業主婦を含めた女性の年金権が確立

昭和60年改正後
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Ａ1（報酬50） Ｂ1（報酬 0）

保険料 7.5 0

年 金 20.6 6.6

14

6.6 6.6

7.5

27.2

＜基礎年金導入後の保険料負担と給付（イメージ）＞

◎夫婦世帯で標準報酬が同じであれば、保険料負担は同額で給付も同額

保険料 4.5 3.0

Ｃ1（報酬30） Ｄ1（報酬 20）

年 金 15.0 12.2

6.6 6.6

7.5

27.2

8.4 5.6

40年加入

加給年金
15,000円

定額部分
76,800円

報酬比例部分
81,300円

夫

分

32年加入

計173,100円

老齢基礎年金
50,000円

老齢基礎年金
50,000円

老齢厚生年金
（報酬比例年金）

76,200円
夫

分

妻
分

計176,200円

〔昭和61年の標準年金額〕 〔成熟時の標準年金額〕

＜基礎年金導入による給付構造の変化（イメージ）＞

（単位：万円） （単位：万円）
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平成16年改正に至る「女性と年金」に関わる議論の経緯平成16年改正に至る「女性と年金」に関わる議論の経緯

第３号被保険者制度に対する問題指摘（代表例）

専業主婦は、被保険者本人が保険料を負担せ
ずに、基礎年金の給付を保障されている

特に、一定程度の給与所得がある場合で
あっても、被保険者本人が保険料を負担せず
に、基礎年金の給付を保障されている

平成16年改正における対応

専業主婦自身に新たに保険料を負担させるの
ではなく、夫が世帯単位で負担している保険料
は夫婦が共同して負担したものという基本的認
識に立つ。

そして、妻も夫の保険料の半額を負担したと
いうことを前提に、離婚時に第３号被保険者期
間の厚生年金の１／２を分割する制度（いわゆ
る３号分割）を導入する。

改正法附則において、「短時間労働者に対す
る厚生年金適用」について、総合的に検討し、
必要な措置を講ずる旨を規定。

平成16年改正に向けた検討過程では、第３号被保険者制度を見直すため、専業主婦自身に保険
料を負担させるものも含め６つの案を議論したが、多くの論点があり、成案を得るに至らなかった。

※検討経緯は別紙
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(現行)

第３号被保険者自身には
保険料負担を求めず、被
用者年金全体で負担。

(第Ⅰ案)

賃金分割という仕組み
を取り入れる考え方。

(第Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ案)

基礎年金という受益に着目した何ら
かの保険料負担をもとめる考え方。

(第Ⅵ案)

第３号被保険者を育児・介
護期間中の被扶養配偶者に
限る考え方。

【女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会 報告書(平成13年12月)６案 (参考１)】

(方法Ⅰ)

夫婦間の年金権分割案

(方法Ⅳ)

第３号被保険者縮小案

(方法Ⅲ)

給付調整案(保険料負担を
求めず、給付減額する)

(方法Ⅱ)

負担調整案

第２号被保険者が納付した保険料は、給付算定
上夫婦が共同負担したものとみなすこととして、
納付記録を分割し、この記録に基づき夫婦それ
ぞれに給付を行う、年金分割制度を導入。

短時間労働者への厚生
年金の適用拡大により
第３号被保険者を縮小。

潜在的な持ち分権の具体化という賃金分
割という仕組みは、現在の我が国の税制、
労働法制等の社会制度に組み込まれてい
ないなど困難。

被用者グループ全体で負担
する仕組みと、第３号被保
険者を抱える第２号被保険
者が負担する仕組みに整理。

次世代育成支援策の在り
方と併せて検討。

現行制度における世帯単位での給付と負
担の均衡を踏まえながら、できる限り個
人単位での給付と負担の関係に向けて制
度を見直していく。

応益負担という厚生年金の原則を変
更し、受益に応じた負担を求めるこ
とが妥当であるかという問題。世帯
単位での給付と負担の公平が崩れる
問題、追加負担分についての事業主
負担や保険料徴収事務の問題。

全国民共通のものとして高齢
期の基礎的費用を賄う基礎年
金の趣旨に反するという問題。

【社会保障審議会年金部会で検討】
（平成14年12月厚生労働省としてとりまとめた「年金改革の骨格に関する方向性と論点」において、上記６案を基に４案(参考２）に整理。
この整理を基に検討を進めた。）

※年金部会「年金制度改正に関する意見（平成15年9月）」では、いずれの案にも賛否があり、１つの案

のみが多数の賛同を得られなかった。
※部会で意見が一致。

【厚生労働省案 持続可能な安心できる年金制度の構築に向けて（平成15年11月）】

（別紙）
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平成１６年年金制度改正（平成１６年改正法）（再掲）

◎離婚時に第３号被保険者期間の厚生年金の２分

の１を分割する制度を導入

（離婚分割・３号分割）

○改正法附則において「短時間労働者に対する厚生年金保険法

の適用」について、総合的に検討し、必要な措置を講ずる旨

規定

○新たな基準（週所定労働時間20時間以上の者、一定以上の賃金・勤務期間）を設け適用範囲を拡大すべき。

学生など属性や業種によって対象から除外すべきではない。企業経営に悪影響を生じることのないよう一定

の配慮措置が必要。

社会保障審議会年金部会 パート労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループ（平成19年３月）

『パート労働者に対する厚生年金適用の拡大について』（厚生労働省案）（平成19年３月）

○新たな基準（週所定労働時間20時間以上の者、「月額98,000円」以上の賃金、「１年以上」の勤務期間）を

設け適用範囲を拡大すべき。従業員「300人」以下の中小企業は、新たな基準の適用を猶予。

被用者年金一元化法案（平成19年４月）

○新たな基準（週所定労働時間20時間以上の者、「月額98,000円」以上の賃金、「１年以上」の勤務期間）を

設け適用範囲を拡大。従業員「300人」以下の中小企業は、別に法律で定める日まで、新たな基準の適用を猶

予。学生は、適用除外。

平成16年改正以降の議論の経緯平成16年改正以降の議論の経緯
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案 第３号被保険者に係る保険料負担の考え方

現行 【第３号被保険者に係る保険料負担を負担能力に応じて負担―夫―定率負担】

通常は所得のない第３号被保険者に独自の保険料負担を求めることとせず、第３号被保険者に係る拠出金負担
は、夫の加入する被用者年金制度全体で定率負担するもの。

第Ⅰ案 【第３号被保険者に係る保険料負担を負担能力に応じて負担―妻―定率負担】

潜在的な持分権の具体化による賃金分割を行った上で、妻自身にも分割された賃金に対して定率の保険料負担
を求めるという仕組み。

個人で負担し個人で給付を受けるという考え方を、応能負担の仕組みを維持しながら貫くことができ、片働き、
共働きを通じて、夫と妻それぞれに給付と負担の連動が明確となる。また、報酬比例部分も含め、離婚した場合
の年金給付のあり方が明確となる。

第Ⅱ案 【第３号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担―妻―定額負担】

第２号被保険者の定率保険料は第３号被保険者の基礎年金に係る拠出金負担分を除いて設定し、それとは別に、
第３号被保険者たる妻自身に、第１号被保険者と同額（現在13,300円）の保険料負担を求めるという仕組み。

第３号被保険者も含めて個々人全員が受益に着目した負担という考え方から保険料負担を行うことにより、第
３号被保険者に係る保険料負担についての不公平感を解消できる。

第Ⅲ案 【第３号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担―夫―定額負担】

第２号被保険者の定率保険料は第３号被保険者の基礎年金に係る拠出金負担分を除いて設定し、第３号被保険
者のいる世帯の夫には、それに第１号被保険者の保険料と同額（13,300円）を加算した保険料負担を求めるとい
う仕組み。

所得のある者から保険料負担を求めるという考え方を貫きつつ、受益に着目した負担という考え方を導入する
ことにより、第３号被保険者に係る保険料負担についての不公平感を解消できる

第３号被保険者制度の見直し案
（女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会 報告書）

（参考１）
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案 第３号被保険者に係る保険料負担の考え方

第Ⅳ案 【第３号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担―夫―定率負担】

まず第２号被保険者の定率保険料を第３号被保険者の基礎年金に係る拠出金負担分を除いて設定し、第３号被
保険者のいる世帯の夫には、それに第３号被保険者に係る拠出金負担に要する費用を第３号被保険者のいる世帯
の夫の賃金総額で割った率を加算した保険料負担を求めるという仕組み。

被用者の保険料負担に係る応能負担の考え方を貫きつつ、第３号被保険者について世帯単位での受益に着目し
た負担という考え方を導入することにより、第３号被保険者に係る保険料負担についての不公平感を解消できる。

第Ⅴ案
【第３号被保険者に係る保険料負担をより徹底した形で負担能力に応じて負担―夫―定率負担】

夫の賃金が高くなると専業主婦世帯の割合が高まることに着目し、高賃金者について、標準報酬上限を引き上
げて、保険料の追加負担を求めるという仕組み。

片働き世帯が相対的に高賃金であることに着目して、高賃金者の保険料負担を引き上げることにより、実質的
に第３号被保険者に係る保険料負担についての不公平感を縮減できる。

第Ⅵ案 第３号被保険者を、育児・介護期間中の被扶養配偶者に限るという仕組み（その余の期間については、他案の
いずれかの方法で保険料負担を求める。）。

第３号被保険者としてのメリットを受けられる期間を育児等の活動を行っている期間に限定することにより、
第３号被保険者に係る保険料負担についての不公平感を縮減できる。
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考え方 仕組みの概要

【方法Ⅰ】
夫婦間の年
金権分割案

様々な生活実態に応じて必要な保障を
行う公的年金の機能を確保しつつ、年
金給付算定上、世帯の賃金が分割され
たものとして評価することにより、夫
婦の間で年金権の分割を行い、同一世
帯内において個人はそれぞれ負担を行
い、給付を受けると擬制する考え方。

○ 第２号被保険者と第３号被保険者の夫婦において、保険料負担は、従来
どおり、第２号被保険者が勤務する事業所を通じて、その標準報酬に応じ
た保険料を納付する。

○ 年金給付については、第２号被保険者の標準報酬が第３号被保険者との
間で分割されたものとして評価する。この場合、第３号被保険者は、基礎
年金に加えて、報酬比例年金を有する。

《方法Ⅱ－１》
○ 基礎年金に関する負担について、被用者グループにおいて、応能負担

（定率保険料）と応益負担（定額保険料）を組み合わせる。（負担の一部
を受益に応じた負担とする。）

○ 例えば、第２号及び第３号被保険者に対して一律に国民年金保険料の半
額（現在は、13,300円／2＝6,650円）に相当する定額保険料の負担を求め、
残りの費用については第２号被保険者の間で定率で負担する。

【方法Ⅱ】
負担調整案

第３号被保険者に対し、基礎年金とい
う受益に着目した何らかの保険料負担
を求める考え方。具体的には、２つの
仕組みが考えられる。

《方法Ⅱ－２》
○ まず第２号被保険者の定率保険料を第３号被保険者の基礎年金に関する

拠出金負担分を除いて設定する。
○ 第３号被保険者に関する拠出金負担に要する費用を、第３号被保険者を

抱える第２号被保険者の間で定率で負担する。

第３号被保険者制度の見直しに向けた４つの案
（年金改革の骨格に関する方向性と論点）

（参考２）
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考え方 仕組みの概要

《方法Ⅲ－１》
○ 第３号被保険者について国民年金の免除者と同様の取扱いとし、基礎年

金給付は国庫負担部分に限る。
○ 現在であれば、基礎年金給付は１／３となり、基礎年金国庫負担割合の

１／２への引上げ後であれば、基礎年金給付は１／２となる。
○ 第３号被保険者が基礎年金の満額給付を得るために、任意の追加納付制

度を設けることも考えられる。

【方法Ⅲ】
給付調整案

第３号被保険者に対し、保険料負担を
求めない代わりに、基礎年金給付を減
額する考え方。具体的には、２つの仕
組みが考えられる。

《方法Ⅲ－２》
○ 現行制度では、被用者年金の被保険者全体の保険料拠出により、第３号

被保険者に関する保険料負担全額を賄っているが、これを保険料負担の一
部分に限ることにより、基礎年金給付についても一部とする。

○ この場合、例えば、国民年金の半額免除者と同様の扱いとすると、国庫
負担割合が１／２であれば、基礎年金給付は３／４となる。

○ 方法Ⅲ－１同様、第３号被保険者が基礎年金の満額給付を得るために、
任意の追加納付制度を設けることも考えられる。

【方法Ⅳ】
第３号被保
険者縮小案

現実に約1,000万人の第３号被保険者
が存在していること等を踏まえ、当面、
現行の第３号被保険者制度を維持しつ
つ、その対象者を縮小していく考え方。

○ 短時間労働者等に対する厚生年金の適用拡大及びそれに伴う被扶養配偶
者認定基準の見直しにより、その対象者を縮小していく。

○ この場合、片働き世帯が共働き世帯よりも相対的に高賃金であることに
着目して、標準報酬上限を引き上げて保険料の追加負担を求める一方、現
行の標準報酬の上限を超える部分は給付に反映されない仕組みとし、実質
的に第３号被保険者に関する保険料負担についての不公平感を縮減するこ
とも考えられる。
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